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　第一部会衛星系分科会に慶いては，昭和57年6．月22日付け

第一部会決定「宇宙開発計画の見直しに関する第一部会の審議の

進め方について」に基づき，昭和58年度ゐ宇宙開発関係経費の

見積り方針に反映ざせるべき事項について審議を行ってきたが，

その結果をとりまとめたので報告する。
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1　科　学　の　分　野

要　望　さ　れ　た　事　項’ 審　　　議　　　内　　　容 審　　　議　　　結　　　果

第12号科学衛星（EXgS－D）　　　　’

（文　部　省）

地球磁気圏におけるオーロラ粒子の加速機構瘡よび L①　オ：一口ラ発生機構のあらましは，今までの研究の結果，かなり解 地球磁気圏に論けるオーロラ粒子の加遠機構及

オーロラ発光現象等の精密観測．を行うことを目的と 明されてきつつあるが，オー・ラ粒子の加速に係る諸現象は謎のま びオーロラ発光現象等の精密観測を行うことを目

する第12号科学衛星（EXO　S－D）をM－3S皿 まである。 的とする第12号科学衛星（EXOS－D）につい

型ロケヅトにより，昭和63年度に近地点400㎞，．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6 （2）オーロラ発生の機構の解明は，太陽虚弱，惑星電波バースト，さ て，昭和63年度に近地点高度約400㎞，遠地点

遠地点10，000kmの長楕円準極軌道に打上げること らに，パルサーの電波の解明につながるものと期待されている。 高度約1qoOO㎞の長楕円：準極軌道に打ち上げる．

を目標に昭和58年度から開発に着手レたい。 （3）オーロラ現象の解明のために，これまで十分には行われなかった ことを目標に，開発に着手することは妥当である。

オーロラ粒子の加速域，オー・ラ粒子の加速機構及び加速された粒

子のもたらす諸現象に関する研究に必要な観測を行うことは有意義

である。

， 2．我が国では，これまで，第5号科学衛星（EXOS－A），第6号科

学衛星（EXOS－B）でオーロラ現象の部分的な観測を行ってきたが，
一

複雑にパラメータの交錯した悪一ロラ現象の解明を行うためには，こ

■
れらの観測成果を踏まえ，早期に総合的なかつ高精度の観測を行う必

，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゐ

要がある。

な夢，今後，諸外国に寿いでもオーロラ現象解明のために衛星観

測が計画されているが，昭和63年度頃は一つのギャップ期間となつ

て語り・この時期に第12号科学衛星lEXOS－D）を打ち上げる意義

は大きい。

3．本衛星については，従来の科学衛星の開発により得られた技術的実
、

績を踏まえ，各種観測装置，衛星共通機器等の開発に昭和58年度か

ら着手すれば1昭和63年度に打ち上げることは可能であると考えられ
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皿　観　測　の　分　野

要　望　さ　れ　た　事　項 審’ @．議　　　内　　　容 審，　　議　　　結　　　果

1．　H：一1ロケット（匿段式）試験機に搭載するぺ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●P．H：一1ロケット（2段式）試験機に搭載するペイロードに，測地実 H－1ロケット（2段式）試験機に塔載するこ

イロード　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1 験に供しうる機能を付一与ナることについセは，昨年度ρ第一部会に於 ととされている性能確認用ペイロードの測地実験
躍

，

（科学技術庁） いて妥当であるとされている。これに基づき，測地衛星1号（GS－1） 機能部については，測地衛星1号（GS－1）の

N－1ロケヅト及びN一∬ロケットの開発及● 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ρﾌ開発研究の成果を踏まえレーザ反射気球型の測地実験機能部につい 開発研究の成果を生かし，所要の改良を講じたレ

び打上げを通じて蓄積された技術をベースとし， て検討が行われてきたところである。 一ザ反射固球型とすることは妥当である。また，

重量約550kgの静止衛星打上げ能力を有する 2．一方，レ’一ザ反射固球型の測地実験機能部についても並行して検討 この性能確認用ペイロードを関係機関の要望に対

調 H：一1ロケットの開発を引続き進め，昭和60， が行われてきた。この方法は反射気球型測地実験機能部と比べて，打上げ 応して各種実験に供することは妥当である。

年度を目途に，H－1ロケット（2段式）試験 後，機能部を展開・膨張させる必要がないため開発リスクが少ないこ

機を打ち上げたい・ と，闘発経費の節減が可能であること等の利点があるが．観測地点と

このH－1ロケット（2段式）試験機に搭載 測地実験機能部との位置関係によっては死角が生じ太陽光反射が観測

する性能確認用ペイロードには，今までの測地 できないことがあるという難点があった。この難点は，その後の研究

衛星1号（GS－1トの開発研究の成果を生か

して，測地実験に供しうる機能を付与し，あわ 実験機能部の開発の内容を変更することが計画されている。この方式 ●

せて関係機関の要望に対応して各種実験に供し によれば，太陽光反射及びレーザ光反射を強くすることができる反面，

たい。 太陽光反射は断続的になるが，測地実験上の支障は生じない。このよ
一

うに：，反射直球型の測地実験機能部は，従来，反射気球型を用いれば達成

（運輸省） されると考えられていた性能を，より小型で開発経費の少ない方式で

ペイロードとして測地実験機能部を有するH－1
、

達成しようとするもので我が国独自の方式である。

ロケット試験機を昭和60年度に打上げることを目 3．また，測地機能の他，性能確認用ペイロードの部分を関係機関の要

標に開発を行う，ことを要望する。， 望に応えて各種実験に供することについては，昨年の分科会に鉛いて

指摘されたところであり，境在，実験テーマについて関係機関の間で

検討が進められているところである。今後，且一1ロケット（2段式）

試験機の打上げ機会をできだけ活用する方向で関係機関の間で調整を

進めることが望ましい。
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要　望　さ　れ　た　事，項 審’@議　　　内　　　容 審　　　議　　　結　　　果

2．地球資源衛星1号（ERS－1）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o　　　　■
P・資源探査を主目的として・国土調査，農林漁業，環境保全，防災，沿 能動型観測技術の確立を図るとともに，資源探　　　　　　　　　　　　　　　　’

（科学技術庁） 岸域監視等の利用分野に鉛いて，衛星による観測を行うとともに，能 査を主目的に，国土調査，農林漁業，環境保全，

合成開ロレーダによる能動型観測技術の確立を 動型観測技術の確立を図ることは有意義である。 防災，沿岸域監視等の観測を行うことを目的とす

図るとともに，資源探査を主目的に国土調査，農 2．このため，これまで進めてきた合成開ロレーダに関する研究，海洋 る地球資源衛星1号（ERS－1）について，　H：一

林漁業，環境保全，防災，沿岸域監視等の観測を 　　　’ﾏ測衛星1号の開発等の成果を踏まえ，能動型観測技術の確立を図る 1ロケット！2段式）により打ち上げることを目

行うことを目的とする地球資源衛星1号（ERS－1） とどもに，資源探査を主目的に各種観測を行うことを目的とする地球 標に，開発研究に着手することは妥当である。

について，H－1ロケット（2段式）により，昭 資源衛星1号（ERS－1）について，：H－1ロケット（2段式）によ 特に，合成開ロレーダその他のセンサーにつ“

和64年度頃に打ち上げることを目標に開発研究 ，り昭和63年度頃に打ち上げることを目標に開発研究に着手する必要が ては，積極的に研究を進める必要がある。1

に着手’したい。 ある。

3．開発研究においては，特に，合成二二レーダその他のセンサーにつ

（通商産業省） いて，データ処理技術の研究及びデーン解析技術等利用のための研究

人工衛星を利用して資源探査を行う資源探査衛星 を積極的に進めるとともに，衛星搭載用センサーに対する具体的な技

システ・ム技術の確立を図るとともに，資源エネルギ 術的要求条件を明確にする必要がある。 「

一政策の積極的な展開及び宇宙関連産業・．技術の 4．本衛星については，自主技術の育成を図りっづ開発研究を進める必，
隔

発展を図るため，資源探査を主目的とする地球資源 票がある。．な…恥本衛星の開発研究を進めるに当たっては・宇宙開発事

衛星1号（ERS－1）を昭和62年度に打ち上げるこ’ 業団，利用機関，関連する国立試験研究機関，大学等の間の緊密な協

とを目標に開発研究を行う。 力が必要である。

3．研’@　究 1．航海の安全確保，海洋の開発環境保全・調査研究等のためには広域かつ準リ 将来の海域観測衛星に備えて，マイクロ波高度計

衛星搭載の高度計及び散乱計 アルタイムの海洋観測データが必要とされているが，このような要求 及びマイクロ波散乱計の研究を進めることは妥当

（運・輸　省） を満たすデータの取得には人工衛星を利用することが有効である。 である。

海域観測衛星シリーズ第2号機に搭載する機器 2．地球観測のためのセンサーについては，関係諸機関で研究が行われて

と，して，マイクロ波高度計及びマイクロ波散乱計 いるが，特に，宇宙開発事業団においては，昭和54年度よリマイク

．の研究を行うことを要望する。 ロ波高度計及びマイクロ波散乱計の研究脅行ってきて鉛り，将来の海
「

域観測衛星に備えて，これら観測機畢の研究をさらに進めることは重

要である。

1　亀
o
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皿　通　信　の　分　野

要　望　さ　れ　た　事　項 審　　　議　　　内’　　容 審　　　議　　　結9　　果

1．通信衛星3号（d零一3）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●
P。通信衛星2号（CS－2）による通信サービスを継続し，’また，増大 通信衛星2号（CS－2）による通信サービス

（科学技術庁） かつ多様化する通信需要に対処するとともに，経済的な大型・高性能 を継続し，また，増大かつ多様化する通信需要に

利甲機関からの要望に対応し，利用機関に誇け ・長寿命の通信衛星に関する技術の開発を進めることは有意義である。 対処するとともに，通信衛星に関する技術の

る通信需要に応じるとともに，通信衛星に関する 2．通信衛星2号（CS－2）は，昭和57年度に本機を，また，昭和 開発を進めることを目的とする通信衛星3号（C

自主技術の開発を進めることを目的とする通信衛 58年度に予備機を打ち上げることとしているので，寿命が尽きると予 S－3）について，且一1ロケットにより，本機

星3号（CS－3）について，これまでの成果を 想される昭和62年度に後継機を打ち上げることを目標に諸準備を進め を昭和62年度に，予備機を昭和63年度に静止

踏まえ，帰一1ロケットく3段式）により通信衛 ．る必要があり，このため，昭和58年度に通信衛星3号（CS－3） 軌道に打ち上げることを目標に，開発に着手すること

星3号一a（CS－3a）を昭和62年度に，通信 の開発に着手する必要がある。 は妥当である。．

衛星3号一一b’（CS－3b）を昭和63年度に打ち上 3．本衛星は，通信衛星2号（CS－2）によ・るサービズを継続すると

げることを目標に開発に着手したい。 ともに，将来の増大かつ多様化する通信需要に対処することを目的と

し，中継器の系統数の増加及び高出力化，食時の運用拡大，サービス

（郵　政　省）’ エリアの拡大，経済性の向上等が要求されるため，衛星の大型化，高

我が国初の実用通信衛星である通信衛星2号 性能化及び長寿命化を図ることが必要となるが，通信衛星2号（CS

（CS－2）による通信サービスを継続し，また， 一2）の開発経験等を生かした開発を行うことにより，これらは技術

増大かつ多様化する通信需要に対処するとともに， 的に可能と考えられる。
o

通信衛星に関する技術の開発を進めるため，第二 4．（1）本衛星は大型・高性能・長寿読め通信衛星についての技術の
o

世代の実用通信衛星として，通信衛星3号（CS 開発に資するとともに実用に供される衛星であることから，サービ
●

一3）の本機を昭和62年度に，一・また，予備機を スの中断が生じ左いよう配慮する必要がある。

昭和63年度に打ち上げることとし，開発を行う。 （2）また，開発及び打上げコストの低減化等により利用者機関の経費

．な…臣，実利用の促進を図るという観点からガ信 負担の軽減に努める必要がある。

頼性の向上と利用者機関の経費負担の軽減につい
■

ては，十分に配慮する。

ρ
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要　望　さ　れ　た．事　項 審　　　議　　　内　　　容 審　　　議　　　結　　　果

2．航空・海上技術衛星（！AME　S）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
iVL入蓑綴欝塞四一V）囎〉

3．放送衛星3号（BS－3） 1．放送衛星2号（BS－2）による放送サービスを継続し，また，増 放送衛星2号（BS－2）による放送サービス

（科学技術庁） 大かつ多様化する放送需要に対処するとともに，経済的な大型1・高性 を継続し，また，増大かつ多様化する放送需要に

利用機関からの要望に対応し，利用機関に澄ける 能・長寿命の放送衛星に関する技術の開発を進めることは有意義であ 対処するとともに，放送衛星に関する技術の開発

放送需要k応じるとともに，放送衛星に関する技 ’る。 を進めることを目的とする放送衛星3号（BS一

回忌開発に資することを目的とする放送衛星3号 2．放送衛星2号（BS－2）は昭和63年度頃に寿命が尽きると予想 3）について，瀞止軌道に打ち上げることを目標に：，㌧

について，開発研究に着手したい。 されるので，この時期に後継機を打ち上げることを目標に諸準備を進め 開発研究に着手するζとは妥当である。

る必要があり，この一環として昭和58年度に放送衛星3号（BS一 また，打上げ機として，H：一1ロケットを使用

（郵　政　省） 3）の開発研究に着手する必要がある。 することを基本として衛星の諸元の検討を進める

我が国初の実用放送衛星である放送衛星2号（ 3．本衛星の開発研究は，これまでの放送衛星2号（BS－2）の開発 ことは妥当である。

BS－2）による放送サ「一ビスを継続し，また， 経験等を生かして行うことにより，技術的に可能と考えられる。

増大かつ多様化する放送需要に対処するとともに， 4．（1）放送衛星3号（BS－3）は，開発に資するとともに実用に供さ
、

放送衛星に関する技術の開発を進めるため，第二 れる衛星であることから，サービスの中断が生じないよう配慮する

世代の実用放送衛星として，放送衛星3号（BS 必要がある。

一3）を，放送衛星2号（BS－2）の寿命が尽．
（2）また，開発及び打上げコストの低減化等により，利用者機関の経費　　　　　　　　　、

きる時期であ三和63年度頃に打ち上げることとし， 負担の軽減に努める必要がある。

開発研究を行う。

な鉛，実利用の促進を図るという観点から，信

頼性の向上と利用者機関の経費負担の軽減につい’

ては，十分に配慮する。
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IV　宇宙実験の分野

・要　望　さ　れ　た　事　項 審　　　議　　　内　　　’容 審　　　議　　　結　　　果

第一次材料実験（FMP　T）
　　　　　　覧
FL．宇宙空間の特性を利用して材料実験等を行うことにより，新しい材 スペースシャトルに我が国の科学技術者が搭乗

（科学技術庁） 　　　　　　　　　　　　　　　●　　　．ｿの創製などを目指すことは有意義である。また，この実験の円滑な し，宇宙空間の特性を利用した材料実験等を行う．

暗和62年度にスペースシャトル／スペースラ 実施を図るとともに有人サポート技術を育成するため，我が国の科学 ことを目的とする第一字材料実験CFMPT）につ

ブを利用して，第一次材料実験（FMPT）を行う 技術者をペイロードスペシャリストとして搭乗きせることは有意義で いで，昭和62年度に実施することを目標に，実

ごとを目標に，こ五までの研究の成果を踏まえて， ’ある。 験システムの開発に着手するとともに搭乗科学技’

昭和58年度に実験システムの開発に着手したい。 2．（1）先進諸国は宇宙空間の特性を利用する材料実験等の重要性に鑑み 術者の募集及び選抜に着手することは妥当である。

また，第一次材料実験（：FMPT）実施の際我が 既にスペースシャトルを用いる本格的な各種実験を計画して於り，

国の科学技術者が搭乗することを目標に椿乗科学・ 我が国としてもこれらの動きに遅れをとらないようにする必要があ

技術者の募集及び選抜に着手したい。’ る。
［

このため，米国のスペースシャトル／スペースラブを利用し，我

が国の科学技術者をペイロードスペシャリストとして搭乗させて材

料実験等を行うことを目的として検討されできた第一次材料実験（FM

PT）について，昭和62年度に実施することを目標に，昭和58年

度に：実験システムの開発に着手する必要がある。

②　実験テーマについては，昭和54年度に第一次選定によって選ば

れた62件の実験テーーマについて，実験テーマ提案者による地上予

備実験，宇宙開発事業団によるシャトルを利用した宇宙実験に関す　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

るシステムの設計研究，搭載装置の要素試作・試験等が進められて

曹

ぎて夢り，これらの成果を踏まえ，昭和58年度半ばに実験テーマの第

「

二次選定を行う必要参ある。

舳 （3）搭乗科学技術者については，選抜及び訓練に関する研究の成果を

踏まえ，その募集及び選抜に着手する必要がある。

3．スペースシャトルを用いて材料実験等を行うことについては，昭和 一

54年度より前述のように全体システム，搭載装置等に関する研究が

進められて寿り，これらにより得られた成果をもとに昭和58年度に，
，

’
第一・次材料実験（：FMPT）に用いる実験シズテムの開発に着手するこ

一6一
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要 望 ．さ れ た 事 項 審　　　議　　　内　　　容 審 議 結 果

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●ﾆは技術的に可能である。

4． 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．謌齊沚ﾞ料実験（FMPT）の準備を進めるに当たっては，宇宙開発委

員会第二部会報告書「ス｛「一ズジャトルの利用の推進について」及び

第一・次材料実験テーマ選定特別部会報告書に示された実施方策等に従

うとともに，広い分野の専門家。協ガを得る必要がある5

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ら

f

o
、

●　　　　　卿
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o

●・

V　人‡衛星系共通技術の分野・

要　望　さ　れ　た　・事　項 1　　審　　　議　　　内　　　容 審　　　議　　　結　　　’果

1．技術試験衛星V型（ETS－V） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●P．静止三軸衛星技術は，大電力を要する衛星り開発のために不可欠で E－1ロケット（3段式）試験機の性能を確認

（科学技術庁） あり，この技術を修得し，常にその技術水準の向上を図ることは極め するとともに，静止三軸衛星パスの基盤技術を確

’H：一1ロケット（3段式）試験機の性能を確認 て重要である。また，衛星需要の高度化に伴い高性能，長寿命の衛星 立し，次期実用衛星開発に必要な自主技術の蓄積

するとともに．．静止三軸衛星パスの基盤技術を確 パスが求められ，そのため，今後の実用衛星開発に必要となる新しい を図り，併せて，航空機の太平洋域の洋上管制，船

・立し，次期実用衛星開発に必要な自主技術の蓄積 技術について自主技術の蓄積を進めることが重要である。 舶の通信・航行援助・捜索救難等のための移動体隔

を図り，あわせて，移動体通信実験に供すること 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一Q．このため，このような静止三軸衛星に必要となる三軸姿勢制御技術， 通信実験を行うことを目的として，昭和62年度』

を目的とする技術試験衛星V型（ETS－V）につ 高度の能動式熱制御技術・軽量大型太陽電池ベドル技術等の開発を行 に静止軌道に打ち上げることを目標に，技術試験

いて，こ乳までの研究の成果を踏まえ，昭和62 い，これらを集大成して静止三軸衛星の基盤技術を確立し，また，テ 衛星V型（ETS－V）の開発に着手することが

年度に打ち上げることを目標に開発に着手したい。 レメトリ・コマンド系，，電源系，構体系の軽量化等衛星の高性能化， 妥当である。

長寿命化等に必要友自主技術を蓄積することを目酌として静止三軸衛

航空・海上技術衛星（AME　S） 　　　　　　　　　　　　　　　ｯパスの開発を行’ ､必要がある。
一

（運　輸　省）　　骨 3．この衛星パスの打上げには，H－1・ケット（3段式）の性能確認

太平洋域の洋上航空管制シ冬テム’及び小型船 を行うための試験機を活用することが適当セあ鮎これまでの技術試

舶を含む船舶に対する航行援助と捜索救難iシス 験衛星皿型（ETS－m，海洋観測衛星1号（MOS一」1），実験用中型

テムの，静止衛星を用いた実験・評価を行うた 放送衛星（BS）及び放送衛星2号（BS－2）の開発並びに静止三軸
●

めの航空・海上探術衛星（A訂：ES）について・ 衛星バス等の研究により得られた成果を生かすことにより，昭和58

昭和62年度打上げを目標に開発に着手するこ 年度に開発に着手すμば・昭和62年度のH－1ロクット（3段式） 暫

とを要望する。 試験機により打ち上げることが可能である。

4．一方，航空機Q太平洋域の洋上管制，船舶の通信・航行援助・捜索

（郵　政　省） 救難等に用いられる我が国の実情に適した移動体通信システムを実現
勘

海洋国として，現在我が国では，多数の船舶 するため，技術の開発を行うごとを目的として，人工衛星を用“た移
●

が活躍しているが，現在の漁船等の通信システ 動体通信の運用実験・評価を行うことは重要である。
「

ムは，品質，容量等に問題が多いので，これを 5・この実現のためには・昭和52年度以来行われてきた研究の成果を

改善する必要がある。 踏まえて，移動体通信実験を行う航空・海上技術御星（AME　S）の開

このため，我が国の高情に適した海上通信衛 発を行う必要があるが，ロケット打上げ機会の有効な活用を図るため，

星システムを開発することを目的として，航空 航空・海上技術衛星（AME　S）の機能を有する搭載実験機器を前述の

一8一
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ら

●

要望さ　れ　た事墳 審　　　議　　　内　　　容 審　　　議　　　結　　　果

・海上技術衛星（AME　S）を昭和62年度に打ち 静止三軸衛星パスに搭載し，同衛星を技術試験衛星V塑（ET6－V） ｝

上げるζととし，開発を行う。’ として開発することが適当である。

6．なお．移動体通信実験に用いられる搭載機器については，すでに関

係機関に鉛いて研究が進められていることから，これらの研究の成果

を十分に引き継いで開発を行うことが必要である。

，

二

一

♪
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要　望　さ　れ’た　喜　項 審　　　議　　　内『　容 審　　　議　　　結　　　果

2．研’　究 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・P．人工衛星に搭載するミッション機能の拡大及び人工衛星の長寿命化 人工衛星共通技術に係る自主技術の強化と人工

（1）人工衛星技術 めためには，パス部の重量軽減が重要である。 衛星の機能，’ ｫ能の向上を図るため，二液弐統合

（科学技術庁） 2・二二式統合推進系は，液体の燃料と酸化剤を用鱒，従来の固体アポ 推進系の研究を行うことは妥当である。．

人工衛星共通技術に係る自主技術の強化と人 ジモーダとヒドラジンニ次推進系の機能・を併せもつものである。この

工衛星の機能，性能の向上をはヵ1るため，高精 方式は推進系の機構が複雑になるものの，比推力を大きくできること

度三軸姿勢制御系の研究等を引続き進めるとと 及び任意・に燃焼を制御できることから，人工衛星の静止軌道投入等に

もに二液式統合推進系の研究に着手したい。 必要となる搭載推進薬量を減少させることができ，大型の人工衛星に

用いた場合には，バス部の重量軽減を図ることができる。さらに，二

液式統合推進系については，燃焼試験を行い実機の機能確認を行うこ

とができる。

3．　このため，将来の大型静止衛星の開発に備えて，小推力スラスタ，

…　一一一一 球型タンク等の開発経験を踏まえ，二液式統合推進系の研究を行うこ

とは重要である。

（2）’米国宇宙基地計画

（科学技術庁）

米国で検討されている宇宙基地計画への参加 1．現在，米国航空宇宙局（NASA）においてポスト・シャトル計画と 米国で検討されている宇宙基地計画へあ参加た

について検討するため，所要の調査研究に着手 して検討されている宇宙基地は，スベーズシャトルに比して更に幅広 ついて検討するため，所要の調査研究を行うこと

したい。 い活動を可能とするものと期待され，将来の宇宙開発のための重要な は妥当である。

手段となると考えられる。また，その開発は国際協力によって進めた

い旨の意向が示されている。

2．　このような状況を踏まえ，『我が国としても米国の宇宙基地計画への

　　　　　　　●●A 参加6可能性にういて検討するために，開発に伴う技術的」経済的諸

●

問題について十分調査を行う必要がある。

3．この調査研究を行うに当たっては，関係機関の密接な連携を図ること

が必要である。　　1

一10一
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M．その他の施策

要　望　さ　れ　た　事　項 審 議 内 容 審　　　議　　　結　　　果

研究開発の強化等
o

宇宙開発に関する研究開発を一・層促進

（科学技術庁） 、 ため，宇宙開発事業団において，自主技
9

宇宙開発に関する研究開発を一層促進強化する 人工衛星・ロケットの開発に必要な技術

D

ため，宇宙開発事業団k鉛いて，自主技術による 一一

関係機関の要請に十分応えていけるζう

人工衛星，ロケットの開発に必要な技術を蓄積し， 業団の関連組織を一層拡大充実しゴ人材

関係機関の要請に十分応えていけるように，同事 努めるとともに，外部研究機関等との共

●
業団の関連組織を一層拡大充実し，入材の確保に 人材の交流等を積極的に推進することは

努めるとともに，外部研究機関等との共同研究，

　　　　　　　　　　　　　　　　腎l材の交流等を積極的に推進していきたい。

@　　　　　　　　　　　　　　　　　　Or

噌

1

●
●

、　　　　　　　．

◎

一一 一
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1．第12号科学衛星（EXOS－D）

（1）構　　　　　成

①搭載観測装置（÷定）

D
i
D

iii）

iv）

）
h
レ
V
V
．

一オーロラ像一
可帯域オーロラ撮像装置

紫外域オーロラ撮像装置

一オーロラ電波一

高周波域プラズマ波動観測装置

低周波域プラズマ波動観測装置

一オーロラ粒子一

低エネルギー粒子計測装置

イオン組成計測装置

　　　一電場・磁場一
　　　　　　　（加速域を中心に）
　viD電場計測装置

　VllD磁場計測装置

　　　一フ　フ　ズマー
　　　　　　　（加速域の媒質）
　j）O　プラズマ波動励起観測装置

　X）電子密度計測装置

　xi）電子澄よびイオ契温度計測装置

②共通機器の主要開発項目

　Dニツ折パドル（電源系）

　iD高度化中枢コンピュータ（中枢データ処理、制御系）

　iiD三軸制御カメラ台（オーロラ撮像装置用）

③姿勢安定方式：スピン安定方式

④重．　量：約300侮
⑤　軌　　　　道：長楕円準極軌道（近地点高度約4σ0㎞、遠地点高度約

　　　　　　　　　10，000㎞）

⑥　打上げロケット：M－3S皿ロケット

一13一

（2）概　　念　　図　　’

ρワ　、

．
㍉
．
ノ

一軸太陽指向制御とし、カメラ方向を常時オー

ロラ域に向ける。波動及び電場計測用のワイヤ

ーアンテナを展開する。

③　開発スケジュール

　　昭和53年度　　衛星試作（PM）

　　　　59年度　　　　〃　第二年度

　　　　60年度　　　　〃　第三年度

　　　　61年度　　衛星実機製作（：FM）

　　　　62年度　　　　〃　第二年度

　　　　63年度　　　　〃　第三年度及び総合試験、打上げ



’

2．H－1ロケット（2段式）試験機に搭載するペイロード

（1）測地実験機能部の構成

レ　一　ザ　反　射　固　球　型 レーザ反射気球型（参考）

観　測　機　能 方向測定：太陽光反射

覧｣測定：レーザ光反射

同　　　　　左

ｯ　　　　　左’

軌　　　　　道 高　　度：約1，500㎞の略円軌道

X斜角：約50P

同　　　　　左

ｯ　　　　　左

姿勢安定方式 スピン安定（スピン軸：赤道面垂直）

形　　　　　状 直従紳2．1配の構体に曲率半径約9加の太陽光反射鏡及びレーザ反射体を装

?ｵた固球タイプ

多重層薄膜の表面にレーザ反射体を装着した直径約10魏の気球タイプ（従

?ﾍ直径約1翫）

材　　　　　質・ ：FRP製構体’

@　　　　　　　　　　　　　　覧

アルミ箔とPET（Poly－Ethylene－Terephtalate）から左る多重層薄

太陽．光反射 反射方式：点滅反射　約2．5回／sec反射時閂約5麗s

ｾるさ：　（反射率）×（反射面曲率半径）2＝0．85×（9）2＝68．9

反射方式：　連続反射

ｾるさ：・（反射率♪×（反射面曲率半径）2＝0．5×（5）2＝12．5

レーザ光反射 （利得）×（有効反射面積）＝（0．2×iO8）X110』㌶2．2×109

@　プリズム個数：約2，000個

（利得）×（有効反射面積）＝（0．13×108）X125～1．63×109

@　プリズム個数：6個×約1，000組＝約6，000個

重　　　　　量 ロケット搭載時：：約7001ψ
@　　　　　　　（ペイロード、アタッチ・フィッティン久スピンテニブルを含む）軌　道　　上：　約5001ψ

ロケット搭載時：約300幻
@　　　　　　　（カプセルを含む）

O　　道　　上：約100幻

一14一



（2）＝H－1ロケラト（2段式）試験機性能確認用ペイロード概念図

衛星フエアリング

　　　　　／
　　　　ロのつ

／　　　　●
■劇’

馬噛■

＼、
　　　　、

」一A

スピンテーブル

測地実験機能部 構体ペイローヒ部・

性能確認用ペイロード

ガイ：ダンヌ

セクション

性能確認用ペイロード概念図

測地実験機能部概念図
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●

（3）H－1ロケット（2段式）試験機性能確認用ペイロード開発スケジュール

　　　　　　　　　　年　度項　目

54 55 56 5
て

．58 59 60 61 62
b

幹
1．測地実験機能部一

GTVTF　　　●

@⑭
口研究・試作試験 H

開発・試験
，Ui
l

実機製作・試験
口

1　　　・i
1 璽　　　「i ●

2．構体ペイロード部

；●

F
：

l　　i1
P　1iI　　　　l　lI　　ii

1

I　　ii開発・実機製作・試験 。一一・。一一一P－r

@　　　；1
1　　iil　　・1 o

，

l
l
l
l

1　　！ll　　！ll　　　l　l　　　■

：

1　1 ．　i

GTV

l
I
　
I

1　　　1il　　iil　　　　　　●・・　　　1

各段、全段組立、射場作業 I　l　　．　1

（工場内作業） 二 ：
1

　　l　li・；Liil　　　　　i

一

1 1　　　　i

@　　　i・T：F
●

一

一

一

一

‘
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●

3．地球資源衛星ユ号（ERS－1）

（1）構　　　　　成

　①ミッション機器．

　②　重　　　　　量

　③　軌　　　　　道

　④　姿勢制御方式

　⑤　寿　　　　　命

　⑥．打上げロケット・

（2）概　　念　　図

　　　；合成開ロレーダ、光学センサ、記録装置、ミッションデータ送信機

　　　：’約1．4t～約1．5t（希望値）

　　　：木陽同騨回帰輔（離56・一57・㎞）

　　　：三軸姿勢制御方式

　　　：約2年

　　　：H－1ロケッ’ト（2段式）

　　　　　　　　　　　Sバンドオムニ展開型アンテナ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈

　　　　　　　　　　　合成開ロレーダ㍗テナ

　　　　　　　　　　VHFアンテナ　．翻

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　z二

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼　　　　　曹

　　　　　　組1m
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝・’

／・　　　　光学センサ・
　　　約2．1m

　　　　　　粗太陽センサ

Sバンドオムニアンテナ

　太陽電池パネル

／　　》一一＿一
　　　　　　　　　　　一『、　　　　ノ

’約6m
　　　　　　、、／

　　　『ミミrミr’一
　　　　　　　　7、

　　　　　　　約3．3m

一17一



4．昌

ﾊ信衛星3号（CS－3）

（1）衛星の諸元　岬　　　　　　　●
　　齢設計の結果晦ついて・衛星の諸元は以下腿本志るが・今後予備設

　計の結果を箪まえて関係機関と協議を行ったうえで決定する。

　ア．衛星の個数
　　　本機及び軌道上予備機（CS－3a及び6S－3b）並びに地上予備機か

　　　ら成る3機体制を基本とする。

　イ．打上げ時期

　　　CS－3aを昭和62鞭に・CS－3bを昭和53年度に打ち上略も
　　のとする。

　　ウ．打　上　げ　機

　　　H一●1ロケットによる。

　エ．軌　道　位　置

　　　東経130度（CS」3a）及び東経135度（CS・一3b）の静止軌道

　　位置とする。，

　オ・形状及び寸法

　　　形状及び寸法は、打上げ機との整合を図るものとする。

　カ．重　　　　　量

　　　静止輔上初期重量は、約55胸とする。

　キ．発　生　電　力．

　　　寿命糊幽いて滝畢部叶分嬬力を供給できるものとする．．

　ク．姿勢安定方式

　　　スピン安定又は三軸制御のいずれかの方式とする。

　ケ．寿　　　　　命

　　　　7年以上とする。

　コ．運　用．条　件

　　　食靴繍てもすべて噛信系統の運用が可能であるものとする・

一18・」

サ．通信系搭載機器

　　以下の通信機器を搭載するものとする。

　⑦　中　　継　　器

　　　マイクロ波帯（6／4G：Hz帯）：高出力増幅器出力　6W以上

　　　　　　　　　　　　　　　　　　2系統

　　　準ミリ波帯（30／20GHz帯）：高出力増幅器出力10W以上

　　　　　　　　　　　　　　　　　　10系統

　臼）ア　ン　テ　ナ

　　　マイクロ波帯（6／4GHz帯）：沖縄、小笠原を含む日本全土を利∫得

　　　　　　　　　　　　　　　　　　2’5dB以上の照射区域砂る・

　　　準ミリ波帯（30／20GHz帯）：本州、’四国、九州及び北海道を利得

　　　　　　　　　　　　　　　　　　紳33dB以上の照射区域とし、か

　　　　　　　　　　　　　　　　　　つ、沖縄本島における利得を27dB

　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上とする。

シ．’ Aンテナ指向確度

　　半頂角0．2度の円錐内にあるものとする。

ス．軌道保持精度

　　東西、南北方向ともに±（Lo5度以内とする。

セ．TT＆C用周波数

　　CS－2と同一・の周波数帯とする。

　　　　　　　　　、，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、，



②　開発スケジェール

　　　　　　　　　　　　年　　度項　　目

56 57 58 59 60 6乳 62
●

63

PDR ．CDR
CS－3a CS－3b

：L　マイルストーン　　　、

概念設計 予備設計 基本設計 詳細設計
2．システム設計　　　　　・

、，

a・衛＜Xテムモ塑
叩 設計、．製依試験

工増ニアリンクモデル（EM）

プロトフライトモデル（PFM） サブシステム製作 組立　　QT
し 　　ホ

oFM

サブシステム

製作・組 立AT
FM　1フライトモデル（FM）

　　　サブシステム
@　　　　製作FM　2 組立　AT

4．搭載通信機器

継’ BBM 熱構造 モデル PDR：基本設計審査
中

：EM
設計、製作、試験

CDR ：詳細設計審査

QT：認定試験
BBM 熱構造 モデル．

A T：受入試験・アソデナ
：EM，

設計、製作、試験

＿ノ

BBM：プレ’ッド・潔一ド・モデル

寧改修して項上予備機にする。
一’P9一



5．放送衛星3号（BS－3’）

（1）衛星の諸元
　　衛星の諸元は、以†により検討するが、概念設計及び予備設計の詰果等を踏

　　まえて、関係機函と協議のうえ決定する。

　　ア．軌道・位置　　　　　　”
　　　本機渤道上備櫛ずれも東御。度門止軌道位置とする・

　　イ．寸法、　形状

遥酬に豊いてはb打上げ機との整合性を図ることとする．

　　　静止軌道上初期重量は、約550絢を基本として検討する。

　エ．発’生　電　力

　　　寿命末歌いて衛星各部叶縮力鵜できるものとする．

　オ．姿勢安定方式

　　　三軸制御方式どする。

　カ．ミッション機器

　　⑦　中　　継　　器

　　　　送信出　力：100～200W
　　　　一チャンネ、ル数：3～4チャンネル（12GH・帯）

　　　　なお新旧式の放送の試行的実施等が可能と左るような中継器6構成につ

　　　いて検討する。

　　ω　ア　ン　テ　ナ’

　　　　離のビーム成形を行うなどして・本州・四国・九州及び北海道の大部

　　　分に何て37dB以上の利得を確保する・また・小笠聯綿三四

　　　本全土に夢いて28dB以上の利得を確保し、特に沖縄本島に夢ける利得

　　　の向上に努める。

　キ．アンテナ指向確度

　　　公称指向方離対する偏差は・いか左る方向価燦もα1三内とする・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

一20一

　また、送信ビームの軸に対する回転：角は±0．6度以内とする。

ク．軌道保持精度

　　東西、南北方向ともに±0．1度以内とする。

ケ．寿　　　　　命

　　経済性、国際的左動向左どを考慮して、7年以上とする。

コ．打．上　げ　機

　　当面考え得る打上げ手段として、H：一1ロケットを使用することを基本と

　して検討するが・その開発が遅琿する場合等には、外国機によって打ち上げる

馳ことも考慮ナる。

サ．打上げ期間・

　　昭和63年度頃とする。
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6．第一次材料実験（：FMPT）

第一次材料実験（FMPT）プ・ジ土ハの轍は、以下の揃である．

（1）実験システム

主　　　　　要　　　　　構　　　　巳成

搭 載 装 置

O与圧モジュール内のラック・共通支援装置等

n実験装置

i例）　連続加熱型電気炉、大型電気炉、温度勾配型電気炉、イメージ炉、電気泳動装置等

地 上 設 備 oインテグレーション及び運用設備

打 上 げ　管 制

τ ．o喪ASAとの打上げ契約

n打上げ作業（米国）

E宇宙実験支援作業（米国及び二本）

（2）有人サポート技術

主　　　　　要　　　　　構　　　　　成

有人サポー’ト技術

@　　　　　隔

o搭乗科学技術者（PS）の選抜・訓練・健康管理

B搭乗科学技術者（PS）の選抜・訓練用設備

二写一



（3） ’第一次材料実験（：FMPT）シャトル搭載概要図

　　　　　　　　　スペースラブ
　　　　　　　　　　　嶺「・
　　　　　　　　　　　　　塾　　　　　　　　　．，　　　　　　　　　o轟＝≦～毫

9一　一
　ら　　鷹
。ニミ＝＝£

前方ぐ；〕

スペーズシャトル

オー Tタ

・
”
識
醐
矧

O

M
文

，
，
r
へ
　
＼

　　スベーメラニ）

　　曳与町膨、、
！一装’でノ
　　●．、

　　　　　・り　1
　0

　●

　　　ご
や1ぎへ・ミ犠

臓コンテナ

　　運信装置（オービタ内）．

　げニ　　　　　の

∫考ノ〃・

　　　　　　　　　　　　　瀞’盆rl。
　　　　　　　　　　　　＿きごL＿Lリ

ラック（代表例）’

　　　　廟切拠・ネル矧　　　遠隔データ取得装置

　　　　　　　　　　　ll

電気炉

エアダクト

一22一



9

（4）　開発スケジュール

項　目

年　度

主要マイルストーン

全体セステム関係

搭載装置　関係

有人サポート技術関係

54 55

実験テーマ
第一次選定

▲
実験テー

シャトル
利用の
フィージビ
リティスタ
ディ

，56

　　▲

NASA予備調査
　申込み

　PS選抜
実施計画立案

57 58

　　△
実験テーマ
第二次選定

psl撫

59

　△
　打上契約

△　　　　△
　　　　PS

60

　　　　　PS
　PS　NASA第三次選抜フ込ズ皿選抜

設計（その1）

　PS第一次’抜第二次選抜

設計（その2）設計（その3）

61

要素試験

　PS訓練
実施計画立案

犠装計画用ラ・

開発モデルの

試作試験

クの製作

運　用　解　析

インターフェース・ハードウ

搭載装置の試作試験

インテグ

エア

PS健康管理
実施計画立案

搭載装置の製作試験

62 63

第一次材料実験

企
繍
」
一

一ション及び運用

オペレーション（PS選抜・訓練・健康管理作業）

選

飛行後解析

PS　搭乗科学鼓術者

一23一



（5）　第一次材料実験（FMPT）搭乗科学技術者（PS）の選抜訓練計画図

年　度 ～　　57 58　　　　　　　　59 60 61 62

シャトル搭載実験

Vステムの設計研究

募集　　　第一次選
▽　　　　　　　　▽　　▽

第二次選抜第三次選抜
▽NASA選抜

　　合第一次材料実験

（F PT）

主　要
@マイルストーン

@　及び

¥算要求項目

PS健康管理

ﾀ施計画立案
訓練

P
S
選
抜
訓
練
実
施
計
画
．
立
案

オペレーション（選抜・訓練・健康管理）

PSの募集要領
桾蝸p紙の準備

健康管理開始 健　　　　　笛　　理
第一次募集期間

、二次
提出書類の評価

@　履歴書・身上書
黶@健康診断書等 簸

聯

P
S
選
抜
訓
練
計
画
図

医学的検査／評価　　　　，　　　語学力試験／評価

心理検査／評価

@　生活環境条件評価
@斗学技術能力評

一般教育訓練
F宙実験操作訓練

ﾂ境適応訓練
�s準備訓練
@（国内／国外）

PS最終

　　　　特殊医学検査／評価

@　　　心理検査／評価

@　　　科学技術能力評価
@

　NASA　　　　　　　　　　　　NASA
tェーズ皿検査／評価　　　　フェーズ．皿検査／評価

一24一



7．技術試験：衛星V型（ETS－V）

（1）構　　　　　成

　①形　　状IH－1ロケット（3段式）のフェアリングに収容可能宏

　　　　　　　　　　　形状

　②重　　量：打上げ時………約1，080短

　　　　　　　　　　　静止衛星軌道上………約550忽

　③軌　　道：静止衛星軌導

　④打上げロケット：：H－1ロケット（3段式）試験機

　⑤姿勢安定方式：三軸姿勢制御方式

　⑥信頼度及び残存確率

　　⑦摩耗及び劣化

　　　　打上げ後5年以内に機器の摩耗及び劣化により、衛星の機能・性能に支障

　　　を生じない。（移動体通信実験用搭載実験機器については別途定める。）

　　④　残　存　確　率・

　　　　1．5年後　　0．7以上　（5年後　0．5以上（目標））

　　　（移動体通信実験用搭載実験機器につい｛は別途定める。）

　　㈲　搭載推進薬

　　　　1．5年分以上

　⑦姿勢軌道保持稀度

　　　姿勢制御精度：ピッ9チ／ロール／ヨー　　0．1。／0．1。／0．6。

　⑥　発　生　電　力

　　　約800W（BO：L）・

　⑨　搭載実験機器

　　ア　打上げ環境測定装置

　　　　重量　　約5幼

　　イ移動体通信実験用中継器及びアンテナ　　ニ

　　　　⑦中継器　対移動局用　Lバンド（1．5／L5GHz帯）

一25一

　　　　　　　　対固定局用　　Cバンド（5GH：z帯）

ω　アンテナ　　対移動局用　　オ’フセットパラボラァンテナ

　　　　　　　　対固定局用　　ホーンアンテナ

㈲重量最大約90吻
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（3）開発ズケジュール

年　度
56 57 58 59 6・0 61 62 63 64

項　目

PDR CDR　1 ’CDR　2　　　’ PQR
　打上げPSR

▽ ▽ ▽ ▽ 一

用設計基本設計 詳　細　設 計

・ETS－Vシステム設計

：
E
　
M
o

エンジニアリングテデル 設計　製作　試験

P F　M
層プロトフライトモデル 製　作 Q　T　　改修 運　　　用

試験 一　　　一　　　哨　　一　　　一　　一　　一

（ATレベル）

一　　　一　　　一　　　一　　　　一　　　爾　　　一　　一　　　一　　　一　　　　一 一　　　　　一　　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一 一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一 一　　　一　　　　一　　　　一　　　　　ロ　　　　一 一　　　　一　　　一　　　　一　　　　一 一　　　　　一　　　　　一．　　　旧　　　　願 一　　　　一　　コ　　　　一　　　一 一　　　一　　　　一　　　　一　　　一 一　　　　　一　　　　　一　　　　　凹 一　　　　　一　　　　　一　　　　一

システム研究 設計検討
静止三軸衛星バスの研窄　　　　　　　　一

一

試　作 試　験 PDR 基本設計審査
一

姿　勢　制　御　系
CDR 詳細設計審査

試　作 試　験
構　　　体　　　系 1 ：E’M設計審査

試　作 試　験 2 EM試験審査
熱　　制　　卸　　系

PQR 認定試験審李

一　一一’幽一一　『　一　一　一
一　　　　　一　　　輯　　　一　　　　一 一　　　　一　　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一

@　アポジモータ
一　　　　　　一　　，　一　　　　一　　　　一　　　　一

@　　開　発
卿　　　　一　　一　　　　一　　　　一

氏@験
．　　　　唄　　　　一　　　　　一　　　　一　　　　　　一

＿　　　　　＿　　o　　＿　　　　　＿
一　　　　　　一　　　　一　　　　　一　　　　　　一

PSR
一　　　　一　　　　一　　　　　一　　　　　一　　　　　一　　　　　一　　　　一

@　　出荷前審査アポジモータ（550幼級）
一 P　M QT 認定試験、 一

F　M　’ A　T 受入試験

一一一一一一一一 @一：一一一
＿　　＿　　　一　　＿　　●噛 一　　　　　　　一　　　　一　　　　　　一　　　　　一 一　　　　　一　　　　一　　　　一　　　　　一

@　サブシ
　一　　　一　　　　一　　　　一　　　　　　一

Xテム試験装置
一　　　　一　　　一　　　　一　　　　一　　　　一

＿　　咀　＿　　　　一　　　　　＿　　　　　＿

一　　　　　　一　　　　　一　　　　　　　一 一　　　　　　一　　　一　　　　一　　　　　員 ＿＿＿　＿＿＿」

チェックアウト装
一

地上支援装置
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8．二液式統合推進系

（i）構　　　　成

　　・スラスタ

・タ　ンク

・ノ、　ル　フ

・セ　ン　サ

・配管類

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　リ　　アポジモータ用スラスタ・…・’………推力：約500N、比推力．：約310秒’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　惨考）ヒドラ〃RCS…………・∴推力：・一2・N・比推力：約23・秒

　　燃料タンク…………∴・・…・・……MMH：、表面張力型タン．ク　（MMh：Monomethyl　Hydrazine）

　　酸化剤タ”…．”…●’’’”●…’．NTO・表面張力型”ぞ　（NTO：Nit・・9・nT・t・・xid・）

　　加圧用ヘリ％タング

　　遮断允注携弁、推薬弁、調圧弁、加圧弁

　　圧力検出器

一乞8一

＿9

9園．



■益
。

加圧回気蓄器
2
） システム購成例

P圧力センサ 注排弁

◎ 加圧弁

淳排弁
丸

：’3

一三三 フィルタ　．

調圧弁

遮断弁

← ．一 E 注排弁

チエック弁

P

MMH NTρ 表面張力タンク

P P

昌

注排弁

遮断弁

’三三 三三
フ’Cルタ

ニニ＝一 一＝、

遮断弁

L　．

遮断弁

RCSスラスタ
推薬弁

RCSメランタ

推薬弁

アボジ●スラスタ
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（3）二液式統合推進系の特徴

　1）長　　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　●

　　・二液式統合推進系は、アポジモータ（AKM）と二次推進系’（RCS）の

　　　機能を統合した推進系で、同一燃料を用いて、アポジキックはアポジ用ス

　　　ラ’スタで、姿勢制御はRCS用ス．ラスタで行う。

　　・二液式統合推進系の比推力は、従来の固偉アポジモータやヒドラジンRCS

　　　に比べて高いので、必要推薬量は減少する。

　　・アポジ用スラスタの推力は、固体ナポジモータに比べ小さい（1／100程

　　　度）ため、燃焼中にもRCSスラスタで姿勢制御が可能となり、従来のよ

　　　うにアポジ燃焼中に衛星をスピンさせて姿勢安定させる必要がなくなるの

　　　で、特に静止三軸衛星では設計の自由度が増大する。

　　・さらに、燃焼停止／再着火ができるので、軌道投入精度が向上し、その分誤

　　　差修正用燃料の節約ができ、又アポジキックで余った燃料はRCS用に使

　　　用できる。

　　・固体アポジモータは実機で地上燃焼試験による確認ができ左い，が、二液

　　　式ア7ド：ジモータは実機による地上燃焼試験が可能である。

　2）短　　　　　所

　　　二早咲統合推進系で従来の固体アポジモータ、ヒドラジンRCSのシステ

　　ムに比べて劣る点は、固体アポジモータに比べて構造や取扱いが複雑とな’

　　ること、推進薬タンクの占有する体積が大きくなること、アポジモータ用ス

　　ラスタ推力が小さいため燃焼時間が長くなることにより、追跡管制が複雑に

　　なる可能性があること、十薬弁など信頼性部品が増えること等である。

一30一

（4）二液式統合推進系と従来の固体アポジモータ十ヒドラジンRCS系との性能

　　比較の一例
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（参考1）
⑤射場の打上げ能力，必要な地上施設の整備等関連する他のプログラムとの関連

　　　　　　　　　　　　　　　宇宙開発計画の見直しに関する第一部会の

　　　　　　　　　　　　　　　審議の進め方について

・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・昭和57年6月22日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宇宙開発委員会第一部会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　定

　　　　　　「宇宙開発計画の見直しに関する審議について」（昭和57年6．月16日宇声開

　　　　　発委員会決定）に基づき，本部会に夢いて行う調査審議は，以下に定めるところに

●　よるものとする。

1．審議事項

　　昭和58年度に叩ける宇宙開発関係経費の見穫り方針及び宇宙開発計画にgい

て調査審議を行うものとする。　　　　　　　　　　　　　　　，

2．審議日程

　　1．の審議結果ば，昭和58年3．月中旬までに取りまとめることを目途とする。た

　たし，昭和58年度に於げる宇宙開発関係経費の見積り方針に反映させるべき事

項については，昭和57年7月末までに取りまとめることを目途とする。

4．分　科　会

　’昭和58年度における宇宙開発関係経費の見積り方針に反映させるべき事項忙

　ついては，衛星系分科会及び輸送系分科会において，次に定める所掌事項により

調査審議を行うものとする。

分科会の名称 所　掌　事　項

衛星系分科会 人工衛星，人工衛星サブシステム，人工衛

ｯに関する試験施設」追跡管制等の地上施　　　　　　　　　　一

S，ソフトウエア等に関すること。

輸送系分科会 ロケットなど宇宙輸送系，宇宙輸送系サブ

Vステム，宇宙輸送系に関する試験施設，

ﾋ場等地上施設，ソフトウエ’ア等に関する

@　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘ｱと。

5．資料提出等

　　本部会の調査審議に当たっては，必要に応じ，関係行政機関等から資料の提出，

説明等を求め『るものとする。

●

●　a審議方法
　　　　　調査審議に当たっては，財政事情，宇宙の利用に関する長期的見通し，研究及

　　　　び開発の進捗状況，各省庁の要望等を踏まえ．次のような観点から宇宙開発に関

　　　　する施策について調査審議するものとする。

　　　　①　必要性，緊急性　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．

　　　　②実施の技術的可能性

　　　　③宇宙開発政策大綱に示された諸方針との整合性

　　　　④　宇宙開売に関連する技術の系統的育嘆及び国産化

、一 R1一



●

（参考2），

分科会長

専門委員

第一部会下星系分科会構成員

也
宏
実
夫
輔
卓
夫
彦
道
良
靖
稔
彦
夫
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民
　
　
秀
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哲
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俊
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藤
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ロ
　

野
甲
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・
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原
島
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河
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園
高
高
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長

一
矢

裕
勝
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山

中
中

次
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直
一
博
士
一

周
幸
友
正
．
　
高
憲

　
川
　
井
山
本

　
谷西

長
林
平
平
松
宮

文部省宇宙科学研究所教授

運輸省気象庁気象衛星センター所長

航空振興財団常勤顧問

郵政省電波研究所次長

明治大学工学部講師

松下通信工業㈱常務取締役

㈱ゼネラル顧問

日本電気㈱常務取締役

宇宙開発事業団理事

日本放送協会技師長専務理事

日本電信電話公社研究開発本部長

建設省国土地理院参事官

東京大学海洋研究所教授

科学技術庁航空宇宙技術研究所宇宙研究グループ

総合研究官

東京芝浦電気㈱電政機器事業部首席技監

通商産業省工業技術院電子技術総合研究所極限技

術部長

＝運輸省電子航法研究所衛星航法部長

㈱日立製作所宇宙技術推進本部担当技師長

文部省宇宙科学研究所教授

宇宙開発事業団理事

早稲田大学理工学部教授

通信・放送衛星機構理事　・

国際電信電話㈱副社長
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山　崎　　　昭

山　崎　晃　市

吉　田　純

運輸省海上保安庁水路部編暦課長

富士通インターナショナルエンジ』アリング繍専

務取締役

沖電気㈱技術本部企画総括主幹調査役


